
１　 ．はじめに

　本稿の目的は、最近のデータに基づいて、都道
府県を地域単位として、大学・短大への就学に伴
う地域間人口移動とその所得移転額を推計するこ
とである。はじめに、本稿の扱う人口移動と所得
移転の意味について述べる。
　まず人口移動には、就学・就職・結婚など、ま
た、いわゆるＵ・Ｊ・Ｉターンなど、あるいは定
年後の帰郷や２地域居住など、種々あり得るが、
本稿ではこのうち就学に限定する。ちなみに、総
務省「住民基本台帳人口移動報告」（平成１８年）に
よれば、年間の都道府県間人口移動は２，５９４，１０５ 
人であり、他方、同年度の大学・短大への進学・
入学に伴う都道府県間人口移動は３７３，３３３人であり、
１４．４％を占める。また、図１は年齢別にみた人口
純転入率である。地域間人口移動の中心は１５～２４
歳の若年層であり、しかも、地方から大都市圏へ

の移動である。すなわち、地方の人口は高卒時あ
るいは大卒時に就学・就職のために都市部へ移動
し、その後徐々に地方に帰るが、その時子供も連
れて帰るので１５歳未満は転入超過であり、また、
７０歳以上となると都市にいる子弟のところへ移動
する、というのが現在の典型的な地域間人口移動
パターンである。この点からみると、本稿は大
学・短大への就学による人口移動を扱うものであ
るが、それは就職に伴う移動と並んで、現代日本
の主要な人口移動の１つを扱っているということ
ができる。
　また、就学にも種々あり得るが、本稿のテーマ
に関わる人口移動を伴う就学は、主として高等教
育機関においてみられると思われる。高等教育機
関のうちでも、本稿の対象とするのは大学・短大
である。それは、他の高等教育機関については、
大学・短大のような地域間人口移動のデータが入
手し難いからである。
　ちなみに、表１は２００６年度における高等教育機
関における入学者数及び学生数を示す。これによ
れば、現在、高等教育機関の学生数は約４２８万人で
あり、そのうち大学・短大生は約３０６万人で７割強
を占める。
　なお、高等教育機関に含まれない高等学校につ
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いては、文科省「学校基本調査」（平成１８年度）に
よれば、高等学校入学者１，１５７，２９１人のうち他県所
在の中学校卒業者（中等教育学校前期課程修了者
を含む）は３９，０９０人、３．４％を占めるのみであり、
人口移動を伴う高等学校における就学はわずかで
あると考えられる。
　したがって、本稿は対象を大学・短大に限るも
のではあるが、それによって、人口移動を伴う就
学の大要を把握することができると考えて差し支
えないであろう。なお、大学と短大とはもともと
別の資料に基づくものであるので、方法は同じで
あるが推計は別々に行う。
　次に、所得移転としては、本稿では「自宅外通
学に伴う仕送金」に限定する。就学に伴う地域間
所得移転としては、「仕送金」の他にも、就学に伴

う出費として保護者が子弟の就学地に支出する経
費はあり得る。また、「自宅外通学に伴う仕送金」
に限定したとしても、居住する県ではないが近県
に所在する大学に通学する場合には自宅から通学
する場合もあり得るので、「自宅外通学に伴う仕送
金」を適用するのが適切でないこともあり得る。
これは、地方圏よりも大都市圏で多く見られると
思われるので、実際の推計値よりも、大都市圏と
その他の地域との「仕送金」の差は大きいものと
思われる。しかし、本稿ではこれは考慮されてい
ない。
　以上のように、本稿では、地域間人口移動に伴
う所得移転のうち、人口移動としては大学・短大
への就学に伴う人口移動に限定し、所得移転とし
ては「仕送金」に限定する。
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表１　高等教育機関の入学者数及び学生数（人）２００６年度

計
大　学　院（再掲）

大学＋
短期大学

大　学短期大学高　等
専門学校専修学校各種学校 専 門 職

学位課程博士課程修士課程

１，２３８，７８６８，８９９１７，１３１７７，８５１６９３，７９４６０３，０５４９０，７４０１１，３３０３５８，２４１７１，５４０入学者数

４，２８２，０３７２０，１５９７５，３６５１６５，５２５３，０６１，４６６２，８５９，２１２２０２，２５４５９，３８０７５０，２０８１４９，９３４学 生 数

１００．００．５１．８３．９７１．５６６．８４．７１．４１７．５３．５学 生 数
構成比（％）

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。

図１　年齢５歳階級別人口純転入率（％）１９９５－２０００年（２０００年国勢調査）
純転入率＝ （転入－転出） ／２０００年常住人口

国勢調査（平成１２年）より作成。



２　 ．大学・短大就学に伴う地域間人口移動の
実態

（１）大学就学に伴う地域間人口移動
　大学就学に伴う人口移動には２種類ある。第１
は、出身高校の所在する都道府県（地元）以外の
大学への進学に伴う人口移動であり、これを大学
進学に伴う人口流出とする。第２は、大学の所在
する都道府県以外の高校からの入学に伴う人口移
動であり、これを大学入学に伴う人口流入とする。

（a）都道府県別大学進学・入学状況
　このような大学進学・入学に伴う人口移動の実
態を文科省「学校基本調査」（平成１８年度）に基づ
いて都道府県間マトリックスとして示すことがで
き、それに基づいて作成した付表１に進学・入学
の指標示す。
　このうち、都道府県別に大学進学者・大学入学

者・地元大学進学者を示したのが図２である。こ
こで、地元大学進学者とは、出身高等学校と同じ
都道府県内に所在する大学への進学者であり、地
元出身入学者（大学と同じ都道府県に所在する高
等学校からの入学者）に等しい。これによれば、
東京を中心とする首都圏、大阪を中心とする京阪
神、愛知を中心とする東海の３大都市圏に山が見
られ、福岡、北海道、広島、宮城など、政令市を
有する地方中枢都市圏に次の山が見られる。
　大学入学に伴う人口移動を直接にみたのが図３
である。全国的には、大学入学・進学に伴う人口
移動は入学者（=進学者）の約６割であるが、純
流入（流入－流出）がプラスであるのは、京都、
東京、神奈川、滋賀、大阪、宮城、愛知、福岡、
埼玉、石川、千葉の１都２府８県である。
　大学入学の点から、地元に対する吸引力と地元
外に対する吸引力を示したのが図４である。地元
にも地元外にも共に吸引力が大きいのは東京、京
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図２　大学進学者・入学者・地元進学者（２００６年度）
文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。

図３　大学入学進学者の流入率・流出率・純流入率（％）２００６年度
文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。



都、神奈川であり、逆に共に弱いのは、静岡、三
重、長野、新潟、鹿児島などである。地元に対す
る吸引力は強いが、地元外には弱いのは北海道、
沖縄、愛知、福岡、広島、宮城、熊本、大阪、兵
庫など、首都圏以外の大都市、地方中枢都市、あ
るいはそれに準じる都市をもつ都道府県である。
逆に、地元に対する吸引力は弱いが、地元外には
強いのは奈良、滋賀など、大都市周辺の県であり、
地元の進学者は近くの大都市圏に流出するが、地
元外の進学者を多く受け入れている。
　大学入学・進学者数は人口規模が大きければそ
の値も大きくて当然である。そこで、人口当たり
で比較したのが、図５ある。進学者も入学者も、

人口当たりでみれば格差は縮まるが、それでもな
お違いが残る。その違いには、図６のように人口
規模によって次のような傾向性がみられる。（ここ
で図６において、ｘは横座標、ｙは縦座標、Ｒ２ は
自由度調整済決定係数、ＦはＦ値、（　）内はｔ値
をしめす。以下の図においても同様である。）流出
者（地元外の大学への進学者）は人口規模の増加
と共に減少し、数百万人を超えるとほとんど変化
はみられない。流入者（地元外の高校からの入学
者）は人口規模と共に初め若干減少し、４００万人を
超えると急増する。純流入者は人口規模と共にほ
ぼ一様に増加する傾向がある。大学進学・入学に
伴う人口移動も人口規模と大きな関連を有するこ
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図４　地元大学への進学率と地元外からの入学率（％）
２００６年度

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。

図５　人口１万人当たり大学進学者・入学者・地元進学者（２００６年度）
文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。

図６　人口規模と人口１万人当たり大学入学流出者・流
入者・純流入者（都道府県、京都府を除く）
２００６年度

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）及び国勢調査
（平成１７年）より作成。



とが分かり、それは大都市への人口集中の一環と
考えられる。
　大学進学・入学に伴う人口移動の５カ年間の変
化を純流入率についてみると、表２のように、滋
賀のような例外もみられるが、一般に標準偏差は
小さく、大きな変動はないものと考えて良い。

（b）ブロック別大学進学・入学状況
　全国の大学進学入学状況はまとまりをもった幾
つかのブロックに分けられる。ここでは、Ａ北海
道，Ｂ東北，Ｃ北関東甲信、Ｄ南関東、Ｅ北陸、
Ｆ東海、Ｇ近畿、Ｈ中国、Ｉ四国、Ｊ九州、Ｋ沖
縄の１１ブロックに分ける。ブロック別に大学進
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表２　大学入学純流入率の２００２－０６年平均と標準偏差

標準
偏差平均標準

偏差平均標準
偏差平均標準

偏差平均標準
偏差平均

０．１９–５５．８佐　賀１．９９–４３．０鳥　取１．６６–５６．０岐　阜７．３１２０．７埼　玉０．８９–２．７北海道

２．２６–３５．３長　崎１．０４–５３．３島　根１．５１–５５．０静　岡３．９６９．３千　葉１．４１–３５．９青　森

１．００–１２．４熊　本１．８４–９．８岡　山１．０５１５．２愛　知３．２７８８．８東　京０．９１–４７．９岩　手

４．７２–３３．５大　分１．２１–１２．６広　島０．６６–６１．３三　重１．３７３５．３神奈川１．９４１４．３宮　城

１．９８–４６．７宮　崎１．１３–３１．４山　口９．９７１５．９滋　賀１．３３–４７．１新　潟３．０８–５４．０秋　田

１．７７–３７．２鹿児島３．００–２３．２徳　島３．２８１１７．０京　都２．０１–５２．８富　山１．５１–４５．２山　形

１．０２–２７．５沖　縄１．７５–５３．８香　川０．６３２１．５大　阪３．４９５．３石　川０．７６–５４．７福　島

２．５８–４９．１愛　媛１．７４–７．０兵　庫２．８３–４７．１福　井１．３５–４９．６茨　城

１．１３–４０．７高　知２．４５–２８．０奈　良１．４２–１０．４山　梨１．２７–４９．５栃　木

２．７９１６．２福　岡１．０９–６７．５和歌山０．８３–６３．８長　野３．２９–３９．８群　馬

文科省「学校基本調査」（平成１４－１８年度）より作成。

図８　地元出身入学率・地元大学進学率
（２００６年度）ブロック

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。

図７　大学進学者・入学者・地元進学者
（２００６年度）ブロック

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。

図９　大学入学流出者・流入者・純流入者
（２００６年度）ブロック

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。



学・入学の状況をみたのが図７・８・９･１０である。
南関東は、入学者、地元大学進学率、流入者、純
流入者、純流入率のいずれにおいてもトップであ
る。逆に、流出率が４割を超えるのは中国、沖縄、
東北、北陸、四国、北関東甲信であるが、そのう
ち北陸、四国、北関東甲信は６割を超える。都道
府県についてと同様に大都市圏、特に東京圏（南
関東）への流入が大きく、純流入がプラスである
のは南関東と近畿だけである。
　地元に対する吸引力と地元外に対する吸引力の
点からみると、図１１のように、地元にも地元外に
も共に吸引力が大きいのは南関東だけであり、逆
に共に弱いのは、沖縄、東北、東海である。地元
に対する吸引力は強いが、地元外には弱いのは北
関東甲信、四国、北陸、中国、また、地元に対す

る吸引力は弱いが、地元外には強いのは近畿、北
海道、九州である。
　人口１万人当たり大学入学流出者、流入者・純
流入者と人口規模の関係は、図１２のように、都道
府県の場合と同様であるが、傾向性がいっそう明
確に現れている。

（２）短大就学に伴う地域間人口移動
　２００６年度の短期大学の進学者･入学者は，表１に
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図１２　人口規模と人口１万人当たり大学入学流出者・流
入者・純流入者
（ブロック、京都府を除く）２００６年度

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）及び国勢調査
（平成１７年）より作成。

図１０　大学入学流出率・流入率・純流入率
（２００６年度）ブロック

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。

図１１　地元大学への進学率と地元外からの入学率
ブロック（２００６年度）

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。

図１３　地元短大への進学率と地元外からの短大入学率
（％）２００６年度

文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。



示したように９０，７４０人であり、大学入学者の１５％
程度である。このうち、その他（留学生など）を
除く都道府県間移動は３１，６８２人、入学者の３４．９％
であり、この割合も大学入学者の半分程度である。
　図１３は、短大について、地元に対する吸引力と
地元外に対する吸引力の点を示す。地元にも地元
外にも共に吸引力が大きいのは東京、岡山、福岡、
大阪であり、大学に比べて、京都と神奈川がなく
なって、代わりに岡山、福岡、大阪が入る。逆に
共に弱いのは、和歌山、熊本、茨城、滋賀、島根
などである。また。地元に対する吸引力は強いが、
地元外には弱いのは北海道、愛知、徳島、石川、
鹿児島などである。逆に地元に対する吸引力は弱
いが、地元外には強いのは京都、奈良、岐阜、埼
玉などである。

３　 ．大学・短大就学に伴う仕送金の実態

　大学･短大就学に伴う学生の生活費･教育費など
の経費及び仕送金については種々の調査がある。
そのうち、本稿は独立行政法人日本学生支援機構
「学生生活調査」（平成１６年度）に主として依拠し、
総務省「家計調査」（平成１６年）を補助的に利用す
る１）。

（１）大学･短大生への仕送金の推計
　「学生生活調査」によれば、図１４ように、大学生
の年間収入は、居住形態別･国公私立別に相違はあ
るものの平均約２２０万円である。その収入源別内訳
は、図１５のように国公私立による違いはあるが平
均では「家庭からの給付」が１４４．９万円で主力であ
り、その他アルバイト３４．５万円、奨学金３０．９万円
などである。また、収入源を居住形態別にみると、
図１６のように自宅、学寮、下宿間借によってかな
りの違いがあり、もとより下宿間借が最も高額で、
「家庭からの給付」は１７８．７万円である。下宿間借
について収入源を国公私立別にみれば、図１７のよ
うに私立が最も高額で、その「家庭からの給付」
は１９７．６万円に達し、次に国立１４１．０万円、公立

１２６．７万円であり、平均で１７８．７万円となる。同様
に、下宿間借の短大生について「家庭からの給付」
をみると、図１８のように国公私立による違いはあ

「地域経済研究」第１９号、２００８

― ―9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １）本稿で利用する資料以外にも次のような資料がある。
［4］総務省、［5］総務省、［6］東京都、［7］国民生活
金融公庫、［8］全国大学生活協同組合連合会、［9］東
京地区私立大学教職員組合連合、［10］AIU保険会社、
［11］東海銀行、［12］野村證券。

図１５　大学生の国公私立別・収入源別年間収入額
（２００４年度）

独立行政法人日本学生支援機構（２００４）「学生生活調査」
（平成１６年度）より作成。

図１６　大学生の居住形態別・収入源別年間収入額
（２００４年度）

独立行政法人日本学生支援機構（２００４）「学生生活調査」
（平成１６年度）より作成。

図１４　大学生の居住形態別・国公私立別年間収入総額
（２００４年度）

独立行政法人日本学生支援機構（２００４）「学生生活調査」
（平成１６年度）より作成。



るものの平均１５９．８万円である。
　以上のように、「学生生活調査」における下宿間
借の「家庭からの給付」は就学に伴う仕送金と見
なすことができるが、それは平均して大学生で年
間１７８．７万円、短大生で１５９．８万円である。

（２）受領側･送付側の地域別仕送金の推計
　大都市の生活費は小都市より多額を要するであ
ろうと考えられるので、仕送金は、受領側（下宿
間借生）の居住地（大学・短大所在地）によって
異なると考えるのが自然である。しかしながら、
下宿間借生の居住地別の仕送金の資料は見いだせ
ない。そこで、地域別下宿間借生の年間生活費の
資料を援用する。すなわち、下宿間借生への仕送
金は大学･短大所在地別に異なるものの、それはそ
の所在地の生活費に比例すると仮定する。そうす
れば、表３のように就学に伴う仕送金を大学･短大
所在地（下宿間借生居住地）ごとに求めることが

できる２）。
　受領側と同様に、仕送金の送付側も地域によっ
て送付額が異なると考えるのが自然である。けだ
し、送付側の所得水準は地域別に大いに異なり、
図１９のように所得水準によって送付金額も異なる
からである。そこで、「家計調査」（２００４年度）よ
り、地域別の実収入と仕送金の関係をみると、図
２０のように相関はみられない。また、同じ資料よ
り県庁所在都市･政令市について、実収入と仕送金
の関係をみると、図２１のように、これも相関はみ
られない。つまり、家計調査によれば、仕送金送
付側の地域的な違いは所得と仕送金の間で傾向性
が見られない、すなわち、仕送金送付側に所得水
準の違いはあるけれども、仕送金送付額には地域
的な傾向性はみられない。これは、所得水準が低
ければ仕送金送付額も低くなるが、地方は所得水
準が低く、大都市は高いので、地方の仕送金送付
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表３　大学・短大の下宿間借生の地域別年間仕送額（万
円）

下宿間借
生への年
間仕送額

下宿・間借生の年間生活費大　学
所在地 平均私立公立国立

２００．８２５５．２２６２．７１８５．８１９６．４東京圏

大学
１７４．３２２１．６２３１．９１８９．５１８７．８京阪神

１６７．５２１２．９２４３．７１７１．６１７８．２その他

１７８．７２２７．２２４９．３１７４．２１８１．６全　国

１８５．１２３４．６２３８．７１６５．７１１２．３東京圏

短大
１７５．５２２２．５２２３．５１６７．９京阪神

１４７．４１８６．８１９９．０１３４．１１３７．７その他

１５９．８２０２．６１３８．１１３８．１１３７．５全　国

東京圏＝東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県
京阪神＝京都府・大阪府・兵庫県
独立行政法人日本学生支援機構（２００４）「学生生活調査」
（平成１６年度）より作成。

 ２）たとえば、表３の東京圏の下宿間借生への仕送金
２００．８万円は次のようにして求められる。下宿間借生
の年間生活費の国公私立平均は「学生生活調査」より、
全国２２７．２万円、東京圏２５５．２万円で与えられている。
他方、下宿生への年間仕送金は上記のように国公私立
平均で全国１７８．７万円である。したがって、「仕送金は
大学所在地の生活費に比例する」とすれば、東京圏の
下宿間借生への仕送金Ｘは、２２７．２：１７８．７ ＝ ２５５．２：
Ｘより、Ｘ＝２００．８として求めることができる。

図１７　下宿間借大学生の国公私立別・収入源別年間収入額
（２００４年度）

独立行政法人日本学生支援機構（２００４）「学生生活調査」
（平成１６年度）より作成。

図１８　下宿間借短大生の国公私立別・収入源別年間収入
額（２００４年度）

独立行政法人日本学生支援機構（２００４）「学生生活調査」
（平成１６年度）より作成。



額は大都市に比べて低いであろうという通常の推
察に矛盾する。これは、どう説明できるであろう
か。
　図２２は「家計調査」より都市階級別の年間収入
と仕送金の関係をみたものである。これによれば、
確かに年間収入は大都市で高く、小都市･町村で低
い。しかし、仕送金は,逆に大都市で低く,小都市
や町村で高い３）。そこで、年間収入と仕送金の関
係を都市階級別に示すと、図２３のように、年間収
入と仕送金の間には密接な負の関係がみられ、小
都市･町村は大都市に比べて収入は低いにもかかわ
らず、仕送金は逆に多い。ちなみに、都道府県ご
とに都市規模別人口数で加重平均した仕送金を求
めると、１人当たり県民所得と仕送金の関係は、
図２４のようにやや右下がりの傾向が認められ、仕
送金は地方で大きく、大都市部で小さい。
　かくして、地方は所得が低いので、その点から
は仕送金送付額が小さいはずであるが、仕送金を
都市規模別にみると小都市・町村で高く、大都市
で低い、そこで、都市規模の小さい地方部は ,こ
の点かみると仕送金は大きいはずである。した
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図２０　地方別の実収入と仕送り金（２００４年）
総務省（２００４）「家計調査」（平成１６年）より作成。

図１９　全国・全世帯の年間収入額別年間仕送り金（万円）　２００４年家計調査
総務省（２００４）「家計調査」（平成１６年）より作成。

図２１　県庁所在都市・政令市の実収入と仕送り金（２００４年）
総務省（２００４）「家計調査」（平成１６年）より作成。

３）この年間収入は世帯の年間収入であるが、小都市・
町村は大都市に比べて世帯当たり人員が多いので、こ
れを考慮して、年間収入を「世帯人員当たり年間収
入」に変更する方が適切かもしれない。しかしながら、
このような変更を行っても、傾向性に何ら変わりはな
い。むしろ、次の図２３における傾向線の傾きは、変更
前に比べて約２倍に急傾斜となり、小都市･町村の仕
送金送付額は大都市に比べて相対的に大きくなる。



がって、両者の傾向性が相殺し合って、仕送金は、
送付側からみる場合に地域的な傾向性はみられな
い、と考えることができよう。

４　 ．大学･短大就学に伴う移転所得の推計

（１）就学に伴う移転所得推計に際して注意すべき
点

　就学に伴う都道府県間移転所得の推計は、大学
にも短大にも共通することであるが、都道府県ご
とに地元外在学者数（在学者のうち地元高校出身
者を除く＝流出在学者、または流入在学者）に在
学者当たり仕送金の送付額・受領額を乗じて求め
る。したがって、地元外在学者数（送付額の場合
は流出者数、受領額の場合は流入者数）と在学者
当たり送付額・受領額が必要となるが、これを求
める際には、仕送金の送付側と受領側の両者にお
いて考慮すべき点がある。
臼送付側で考慮すべき点（過去４年間の流出先
大学所在地別流出者数の把握）

　前節において、送付側の学生当たり送付額は都
道府県による相違は考慮しなくても良い（送付側
都道府県の所在地や所得水準の違いは考慮しなく
てもよい）ことを示した。したがって、送付側都
道府県の地域性（所属ブロック、大都市・小都
市・町村の構成、所得水準など）はこの際考慮し
なくてもよい。
　しかしながら、前節で明らかにしたように、送
付側（学生の出身都道府県）からみてどの地域
（東京圏、京阪神、その他）に送付するか（どの地
域に送付先の学生が在学しているか）によって、
学生当たり送付額が異なるので、送付側からみて
流出先別就学者数を求めることが必要である。こ
こで、まずは１次接近として、就学者数は過去４
年間の進学者（入学者）の合計として求め、後に
在学者数によって補正することとする。したがっ
て、過去４年間の流出先大学所在地別流出者数を
都道府県ごとに求める必要がある。
渦受領側で考慮すべき点（過去４年間の流入入
学者数の把握）

　受領側は、前節でみたように、大学・短大所在
地（仕送金受領者の居住地）によって学生当たり
仕送金受領額が異なるので、受領側からみて、都
道府県ごとに流入在学学生数が必要である。ここ
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図２３　都市階級別の年間収入と年間仕送り額（２００４年）
総務省（２００４）「家計調査」（平成１６年）より作成。

図２２　都市階級別の年間収入と年間仕送り金（２００４年）
総務省（２００４）「家計調査」（平成１６年）より作成。

図２４　１人当たり県民所得と仕送り金
内閣府「県民経済計算」（２００４年）及び総務省「家計調
査」（平成１６年）より作成。



で、上記の送付側と同様に、１次接近として、就
学者数は過去４年間の進学者（入学者）の合計と
して求め、後に在学者数によって補正することと
し、したがって、過去４年間の流入入学者数を都
道府県ごとに求める必要がある。

（２）就学に伴う移転所得の推計
（a）２００６年度大学入学・進学者の流出・流入就

学者数及び仕送金
　まず２００６年度の入学・進学者について、流出・
流入就学者数及び仕送金を都道府県ごとに求めた
のが表４である。その左半は流出・流入者である。
表４右半の送付額は、大学所在地別流出者にその
流出先都道府県に対応する１人当たり送付額を乗
じた値の合計である。たとえば、北海道について
は、３０７８×２００．８＋８１９×１７４．３＋１８６０ ×１６７．５＝１０７．２
である。受領額は、流入入学者にその入学者の大
学の所在する都道府県の１人当たり送付額を乗じ
たものである。北海道については、その流入入学
者４８１４人に、「その他地域」の１人当たり送付額
１６７．５を乗じて、８０．６（億円）となる。純受領額＝
受領額－送付額である。

（b）２００６年度大学在学者の仕送金送付額・受領
額・純受領額

　次に２００６年度大学在学者について、その仕送金
を求める。この際、在学者は先に求めた２００６年度
進学・入学者だけでなく、それ以前の進学・入学
者も含む。その要約を都道府県については付表２
に、また地域ブロックについては付表３に示す。
ただし、入学者のうちには留年する者、退学する
者もあり、また途中の学年に編入する者もある。
したがって、在学者は過去４年間の進学・入学者
合計とは一般に一致しない。したがって、在学者
の出身地（出身高校の所在する都道府県）は過去
４年間の進学・入学者の出身地と同じ構成である
と仮定する。この仮定によって、以下のような補
正・調整が可能となり、在学者の送付金を推計す
ることができる。
　表５左半は上記（a） の方法で求めた２００３－０６年
度にわたる４カ年の入学者の仕送金の合計である。
ここで、流出先都道府県の１人当たり送付額は
（a）で用いた２００４年度の値をそのまま適用する。
こうして求めた仕送金は、上記のように２００６年度

大学在学者の仕送金とは一致しないので、以下の
ような方法で調整を行う。Ａ、Ｂ、……、Ｈの記
号は表５の通りである。
　まず、表５のＤは、（２００６年度学部在学生数／
２００３－０６年度大学入学者合計）比率 を示す。多く
の都道府県では在学者が入学者合計を上回るが、
埼玉、千葉、神奈川、山梨では下回る。この４県
の減少数は東京都の増加数にほぼ匹敵するので、
東京都に隣接している４県の入学者が何らかの理
由で東京都に転学したと推察されるが、これは本
稿の主題ではないのでこれ以上言及しない。ただ、
ここで注意すべきことがある。表５の注に示した
ように、計欄のうち、このＤ欄の計１．０３９だけは、
それ以下の都道府県の計ではなく、（２００６年度学部
在学者全国計／２００３－０６年度大学入学者全国計）
であり、いわば、４カ年入学者合計に対する在学
者の倍率の全国値である。この全国値１．０３９４は補
正のために利用されるので、「補正係数」と呼ぶが、
その利用については後述する。
　この都道府県ごとのＤの値をその都道府県の仕
送金純受領額Ｃに乗じて、都道府県の暫定仕送金
純受領額Ｅを求め、その合計として全国計２７０．８億
円を求める。この全国計は仕送金の送付額と受領
額の計であるから、全国的には差し引き０でなけ
ればならない。そこで、この差し引きが０となる
ように、以下の調整係数 aと bを求める。

Ｅの正値計 ×a ＝Ｃの正値計 × 補正係数、とす
る正値調整係数 a
Ｅの負値計 ×b ＝Ｃの負値計 × 補正係数、とす
る負値調整係数 b
ここで、Ｅの正値計＝８９２９．６、Ｅの負値計＝
－８６５８．８、Ｃの正値計＝８２１３．１、Ｃの負値計＝
－８２１３．１、補正係数＝１．０３９４、であるから、
a＝０．９５６０、b＝０．９８５９
となる。
　次に、この調整係数 aと bを都道府県の暫定
仕送金純受領額Ｅに乗じて、仕送金純受領額Ｆを
求める。

仕送金純受領額Ｆ＝Ｅ ×a又は b のと
き a、Ｅ＜０のとき b）

　また、この仕送金純受領額Ｆより、次のように

（Ｅ＞０
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表４　２００６年度進学・入学者の流出先大学所在地別流出者、入学大学所在地別流入入学者、及び、仕送金

仕　送　金（億円）流入入学者
（「その他」を
除く）（人）

流出先大学所在地別流出者（人）

純受領額受 領 額送 付 額その他地域京 阪 神東 京 圏計

０．０６，２９４．２６，２９４．２３４１，６５１１１８，３４７６４，５９９１５８，７０５３４１，６５１計（「その他」
を除く）

–２６．６８０．６１０７．２４，８１４１，８６０８１９３，０７８５，７５７北 海 道
–３８．７２４．４６３．１１，４５８１，９８８９４１，４０５３，４８７青　　森
–４４．９２０．７６５．７１，２３８２，３４６７２１，２５１３，６６９岩　　手
１７．４９９．１８１．７５，９１６２，１５６１７３２，１２０４，４４９宮　　城
–３９．５１７．６５７．１１，０４８１，８３８８０１，２４０３，１５８秋　　田
–４５．３２８．１７３．５１，６７９２，２０３８２１，７５０４，０３５山　　形
–９３．１３３．９１２７．１２，０２７２，８７０１１１３，８３８６，８１９福　　島
–１５２．９７３．８２２６．７４，４０７１，９５３２２５９，４６６１１，６４４茨　　城
–１１１．０４６．３１５７．３２，７６４２，１６３１３１５，９１５８，２０９栃　　木
–７７．４５４．６１３２．０３，２６０１，４３６２０５５，１９７６，８３８群　　馬
５９．５４６０．４４００．９２２，９３４２，０４９２１１１８，０７８２０，３３８埼　　玉
６．９３５６．８３５０．０１７，７７４１，８３１２１５１５，７１８１７，７６４千　　葉

１１６７．９１，７０６．１５３８．２８４，９８０２，９３９５５２２３，８７７２７，３６８東　　京
２４７．１６６２．８４１５．８３３，０１７１，５１３２７５１９，２０９２０，９９７神 奈 川
–１０３．０３２．６１３５．６１，９４７２，１８２３５１４，６２９７，１６２新　　潟
–４４．５２４．４６８．８１，４５４１，９９７６５０１，１９９３，８４６富　　山
１．４６３．１６１．７３，７６８１，６０３９６９８９４３，４６６石　　川
–３７．９１６．０５３．９９５６１，５８６９３５５５０３，０７１福　　井
–２０．３５１．１７１．４３，０４９６５２１３９２，８９１３，６８２山　　梨
–１１８．２２８．９１４７．０１，７２５２，８７９４８９４，４９８７，８６６長　　野
–９５．５４４．１１３９．７２，６３６６，１００８３６１，１４３８，０７９岐　　阜
–２０２．４５４．９２５７．３３，２８１５，０４２１，１１７７，６４１１３，８００静　　岡
６４．６２５０．４１８５．７１４，９４９５，３２１１，８７０３，１８８１０，３７９愛　　知
–９４．４２６．２１２０．６１，５６４４，３４６１，７２８８８３６，９５７三　　重
２１．４１１２．１９０．７６，６９６１，１３０３，８２０２６０５，２１０滋　　賀
３０３．５４３８．６１３５．１２５，１６３３，２２７３，９２５６２８７，７８０京　　都
１２６．２４５６．７３３０．５２６，２０２５，５１２１１，５３７１，８４９１８，８９８大　　阪
–３５．７２３０．７２６６．４１３，２３４４，２７５９，４６５１，４８６１５，２２６兵　　庫
–４５．０７１．２１１６．２４，２５３９２７５，３６５３５６６，６４８奈　　良
–５８．７１９．０７７．８１，１３７１，０１８３，０１５４０７４，４４０和 歌 山
–２１．９１７．７３９．６１，０５６１，０５７７９２４０２２，２５１鳥　　取
–２９．８１６．３４６．１９７１１，７１６５７３３６７２，６５６島　　根
–２６．９７７．２１０４．１４，６１０２，８００２，２１２９２９５，９４１岡　　山
–４６．５８７．１１３３．６５，２０２３，６５１２，３０４１，６０９７，５６４広　　島
–３３．５４４．８７８．３２，６７６２，８２９９２７７３５４，４９１山　　口
–１７．３２６．８４４．１１，６０３１，１３４９８７３９６２，５１７徳　　島
–４８．９２３．４７２．２１，３９５１，７３６１，６８９６８４４，１０９香　　川
–５８．０２４．８８２．８１，４７９２，６１５１，３４５７７３４，７３３愛　　媛
–２３．７２１．１４４．８１，２６０１，０５４８４２６２０２，５１６高　　知
２８．０１７８．０１５０．０１０，６２７４，９３２１，３４４２，１９１８，４６７福　　岡
–３８．４１９．７５８．１１，１７６２，６５４２１６４９０３，３６０佐　　賀
–４１．４３１．２７２．６１，８６１３，１０８３０９７５６４，１７３長　　崎
–２０．１４７．４６７．５２，８２９２，６５６３５６８３５３，８４７熊　　本
–２９．４３３．０６２．４１，９６８２，６１９３７２５９８３，５８９大　　分
–４１．０２２．０６２．９１，３１１２，５２０２７９７９１３，５９０宮　　崎
–４９．５２４．７７４．２１，４７２２，９４１３４１９４５４，２２７鹿 児 島
–３２．７１３．８４６．５８２５１，３８３２５５９４０２，５７８沖　　縄

５，６７８２，４５５７，４０９１５，５４２そ の 他
１６７．５１７４．３２００．８１人当たり送付額（万円）

計及び流入入学者から除く「その他」は、留学生などであり、流出先大学所在地の「その他地域」ではない。詳し
くは付表１参照。
表側の都道府県は、流出者については出身高校所在地、入学者については大学所在地を意味する。
本稿に示した方法で筆者作成。
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表５　２００６年度仕送金送付額・受領額・純受領額の推計

２００６年度学部在学者調　　整２００３－０６年度大学入学者
仕送金
受領額
（億円）
H ＝ B*
（F/C）

仕送金
送付額
（億円）
G ＝ A*
（F/C）

仕送金
純受領額
（億円）
F ＝ E*

aまたは b

暫定
仕送金
純受領額
（億円）
E ＝ C * D

（２００６年度学
部在学生数／
２００３ － ０６年度
大学入学生合
計）比率　Ｄ

仕送金
純受領額
合計
（億円）
C ＝ B － A

仕送金
受領額
合計
（億円）
B

仕送金
送付額
合計
（億円）
A

都道府県番号

２５，３７３．１２５，３７３．１０．０２７０．８（注）１．０３９０．０２５，３４９．０２５，３４９．０計０
３３９．２４４５．７–１０６．５–１０８．１１．０３５–１０４．４３３２．５４３６．９北海道１
１１３．６２８４．０–１７０．４–１７２．８１．１３２–１５２．７１０１．８２５４．５青　森２
９８．７２９６．０–１９７．３–２００．１１．１５３–１７３．６８６．８２６０．４岩　手３
３８５．８３２２．０６３．８６６．８１．０２８６４．９３９２．５３２７．５宮　城４
７１．９２４４．９–１７３．０–１７５．５１．０５９–１６５．６６８．９２３４．５秋　田５
１２３．５３０８．６–１８５．１–１８７．８１．０６７–１７６．０１１７．４２９３．４山　形６
１４３．５５２０．７–３７７．２–３８２．６１．０４２–３６７．３１３９．７５０７．１福　島７
２８３．６９２２．９–６３９．３–６４８．５１．０４２–６２２．２２７６．０８９８．２茨　城８
１９２．４６２６．６–４３４．２–４４０．４１．０２６–４２９．１１９０．２６１９．３栃　木９
２１１．４５４１．３–３２９．９–３３４．６１．０２５–３２６．６２０９．３５３５．９群　馬１０
１，４９８．７１，１９４．２３０４．４３１８．４０．８０８３９４．０１，９３９．５１，５４５．５埼　玉１１
１，３２４．９１，２０９．７１１５．２１２０．５０．９２５１３０．３１，４９８．７１，３６８．４千　葉１２
７，５２６．８２，４３５．２５０９１．５５，３２５．９１．１７７４，５２５．７６，６９０．４２，１６４．６東　京１３
２，２７９．４１，４４２．０８３７．４８７５．９０．９０２９７０．６２，６４２．１１，６７１．５神奈川１４
１５０．３５７４．０–４２３．７–４２９．８１．０９０–３９４．３１３９．８５３４．２新　潟１５
９８．６３０１．４–２０２．８–２０５．７１．０７３–１９１．７９３．２２８４．９富　山１６
２５９．６２６４．３–４．７–４．８１．０５３–４．６２５０．０２５４．５石　川１７
７４．４２２５．１–１５０．８–１５２．９１．０４７–１４６．１７２．０２１８．１福　井１８
１９０．８２６７．０–７６．１–７７．２０．９５３–８１．０２０３．２２８４．２山　梨１９
１３３．８６３５．２–５０１．４–５０８．５１．０８７–４６７．６１２４．８５９２．４長　野２０
１７５．０５８６．４–４１１．３–４１７．２１．０５７–３９４．９１６８．０５６２．９岐　阜２１
２３８．２１０２７．７–７８９．６–８００．９１．０１７–７８７．２２３７．５１，０２４．７静　岡２２
９８２．２７３９．７２４２．６２５３．７１．０３１２４６．２９９６．９７５０．７愛　知２３
１１０．２５０１．１–３９０．９–３９６．５１．０４１–３８０．７１０７．３４８８．１三　重２４
４２７．２３６８．７５８．６６１．３１．０４３５８．８４２８．６３６９．９滋　賀２５
１，７１６．７５４７．９１１６８．８１，２２２．６１．０５０１，１６４．８１，７１０．８５４６．０京　都２６
１，８５３．２１，３４８．０５０５．２５２８．５１．０４１５０７．５１，８６１．７１，３５４．１大　阪２７
９３７．７１，１３５．９–１９８．２–２０１．０１．０２９–１９５．４９２４．５１，１１９．９兵　庫２８
２８６．４４５８．７–１７２．２–１７４．７１．０１５–１７２．１２８６．３４５８．４奈　良２９
８２．７３３５．２–２５２．６–２５６．２１．０７０–２３９．５７８．４３１７．９和歌山３０
７９．１１７０．１–９１．０–９２．３１．０９５–８４．３７３．３１５７．７鳥　取３１
７５．２２０６．５–１３１．２–１３３．１１．１０５–１２０．５６９．１１８９．５島　根３２
３３９．４４４１．０–１０１．６–１０３．０１．０３７–９９．３３３２．０４３１．３岡　山３３
３７３．５５４８．３–１７４．８–１７７．３１．０２０–１７３．８３７１．２５４５．０広　島３４
１９２．８３４２．６–１４９．７–１５１．９１．０５７–１４３．７１８５．１３２８．８山　口３５
１２１．４１９２．８–７１．５–７２．５１．０６２–６８．３１１５．９１８４．２徳　島３６
１０５．１３１３．６–２０８．５–２１１．５１．０６２–１９９．１１００．３２９９．４香　川３７
１０６．１３６２．２–２５６．１–２５９．８１．０６７–２４３．５１００．９３４４．４愛　媛３８
８９．７１９０．０–１００．４–１０１．８１．０５９–９６．２８５．９１８２．１高　知３９
７５５．１６０６．０１４９．１１５６．０１．０３９１５０．２７６０．６６１０．４福　岡４０
８５．６２５４．４–１６８．７–１７１．１１．０９２–１５６．７７９．６２３６．３佐　賀４１
１３３．８３１３．０–１７９．３–１８１．８１．０５５–１７２．４１２８．６３０１．０長　崎４２
１９６．８２７７．９–８１．１–８２．３１．０２８–８０．１１９４．２２７４．２熊　本４３
１４５．７２９６．２–１５０．５–１５２．７１．１４３–１３３．５１２９．２２６２．８大　分４４
９９．７２５９．９–１６０．２–１６２．５１．０４５–１５５．５９６．８２５２．２宮　崎４５
１０９．３３００．８–１９１．５–１９４．２１．０６２–１８２．９１０４．４２８７．３鹿児島４６
５４．４１８７．７–１３３．３–１３５．２１．０３６–１３０．５５３．２１８３．７沖　縄４７

（注）計欄のうち、この１．０３９だけは、それ以下の都道府県の計ではなく、（２００６年度学部在学生全国計／２００３－０６年
度大学入学生全国計）である。これを「補正係数」とする。
本稿に示した方法で筆者推計。



して、送付額Ｇと受領額Ｈを求める。

仕送金送付額Ｇ＝Ａ × （Ｆ／Ｃ）　　　　　　　 
仕送金受領額Ｈ＝Ｂ × （Ｆ／Ｃ）

もとより、このようにして求めたＦ，Ｇ，Ｈの間
には、

純受領額Ｆ＝受領額Ｈ－送付額Ｇ

なる関係がある。
　以上のようにして求めた２００６年度大学学部在学
者の都道府県別仕送金送付額・受領額・純受領額
は表５右半に示されている。

（c）２００６年度短大在学者の仕送金送付額・受領
額・純受領額

　上記の大学と同様の方法で、短大についても仕
送金送付額・受領額・純受領額を求めることがで
きるが、ここでは割愛する。

５　 ．大学･短大就学に伴う移転所得と県民所
得

　推計結果のうち主なものを図示する。図２５は
２００６年度大学学部在学者についての送付金送付
額・受領額・純受領額（就学に伴う都道府県間移
転所得）を示す。東京都は規模が大きいので、送
付額・受領額・純受領額とも最高である。とくに、
受領額や純受領額は飛び抜けて大きい。東京都の
受領額７５２６．８億円はその全国計２兆５３７３．１億円の
３０．０％を占める。純受領額の正値計は８５３６．７億円
であるが、東京都は５０９１．５億円であるから、その
５９．６％を占める。その正値計と負値計は絶対値に

おいてに等しいので、東京都だけで、全国の純受
領額の出超額（負値計の絶対値）の実に６割を占
めることとなる。また、純受領額がプラスである
のは、東京都、京都、神奈川、大阪、埼玉、愛知、
福岡、千葉、宮城、滋賀の１０都道府県である。３
大都市圏以外では、福岡、宮城、滋賀の３県だけ
である。札幌・仙台・広島・福岡という地方中枢
都市をもつ都道府県の中では、福岡と宮城はこの
１０都道府県に含まれるが、北海道と広島は含まれ
ていない。
　図２６は人口１万人当たりの大学在学者の送付金
を都道府県の人口規模との関連でみたものである。
これによれば、人口当たり送付金は、送付額につ
いては右下がりか、あるいは緩やかな下に凸の２
次曲線を描き、受領額についてはかなり明確な下
に凸の２次曲線を示す。その両者の差である純受
領額は右上がりの直線傾向を示す。いずれも決定
係数は高く、Ｆ値から分かるように回帰式は有意
水準１％で有意である。なお、回帰式の下の（　）
内はｔ値であるが、いずれも２を超えており、係
数の安定性も満たされる。図２７は、同様のデータ
について、４７都道府県を人口規模別に１１群にグ
ルーピングして、その平均を示したものである。
グルーピングすると、上記の２次曲線や直線の傾
向性がいっそう明確となり、回帰式の信頼性はグ
ルーピングする前よりもずっと高くなる。この２
つの図は、就学に伴う仕送金が地方の小都市・町
村から大都市に移転する傾向性を都市規模との関
係で明らかにしている。
　図２８は大学生への仕送金を県民所得との関連で
みたものである。県民所得に対する割合をみるの
は、県民所得が都道府県の経済規模をみる代表的
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図２５　大学学部在学生の仕送金送付額・受領額・純受領額（億円）２００６年度
本稿に示した方法で筆者推計。



な指標であるからである。これによれば、京都が
県民所得に比べて仕送金のウェートが高いことが
分かる。京都は観光や日本文化を代表する都市で
あるが、そこでは大学の占める役割もまた大きい
ことが分かる。東京は規模も大きいが、その大き
な規模に比べてもなお仕送金の占めるウェートが
京都に次いで大きい。純受領額が全国平均（０）
を超える１０都道府県のうち滋賀、福岡、宮城を除
く７都道府県はいずれも３大都市圏に位置する。
とりわけ、注目すべきは送付額が県民所得の１％
を超え、受領額が県民所得の０．５％を下回る県があ
る。これは、図２８の右部に位置する和歌山から栃
木までの９県である。これらの県は、純受領額も
－０．７％以下であり、県民所得の０．７％以上を大学

「地域経済研究」第１９号、２００８
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図２６　人口規模と人口１万人当たり大学学部在学生仕送
り金送付額・受領額・純受領額（億円／万人）
（京都府を除く４６都道府県）２００６年度

本稿で示した方法で筆者作成。

図２７　人口規模と人口１万人当たり大学生仕送り金送付
額・受領額・純受領額（億円／万人）２００６年度
（京都府を除く４６都道府県を１１にグルーピングす
る場合）

本稿で示した方法で筆者作成。

図２９　大学生への仕送り金送付額・受領額・純受領額の
県民所得（要素費用表示）に対する割合（％）
２００６年度

本稿に示した方法で筆者推計。

図２８　大学生への仕送り金送付額・受領額・純受領額の県民所得（要素費用表示）に対する割合（％）２００６年度
本稿で示した方法で筆者推計。



生への仕送金として差し引きして（仕送金として
の県外への送付と県外からの受領の差として）県
外に出超（支払い超過）である。この値は決して
小さなものではない。しかも、県外へ進学した人
は、かなりの部分が県外に就職してしまう傾向が
あり、地域にとってのインパクトは大きい。しか
し、この就職の点は本稿の主題ではないので、こ
こではこれ以上言及しない。
　同様の傾向を、地域ブロック単位で見たのが図
２９である。就学に伴って、地方から大都市へ、特
に東京圏（南関東）への所得移転が大きいことが
分かる。
　また、短大については図３０のように、県民所得
との関係の図のみ示す。短大では、大学と違って、
岡山、岐阜、兵庫、北海道の純受領額がプラスと
なっている。これに反して、滋賀、埼玉、千葉、
神奈川など大都市周辺の県がマイナスとなってい
る。全体として短大は大学の１０分の１以下の値で
ある。

６　 ．おわりに

　本稿の目的は、最近のデータに基づいて、都道
府県を地域単位として、大学・短大への就学に伴
う地域間人口移動とその所得移転額を推計するこ
とであった。その結果、大学・短大への就学に伴
う都道府県間人口移動と仕送金送付額・受領額・
純受領額を、信頼できるデータに基づいて推計し、
その実態を明らかにすることができた。また、そ
の実態に基づいて、大学・短大就学が絶対額にお

いても、また県人口や県民所得に比しても、多大
な無視し得ない大きさの地域間人口移動と所得移
転を生じさせていること、さらに、その人口移動
や所得移転は地方の小都市・町村部から都市部と
くに東京圏への移動あるいは移転であることを示
した。
　最後に、本稿の今後の展開に関する展望として、
試論を提示したい。
　本稿は、上記のように、地域間の人口移動を大
学・短大就学に伴う移動に限定し、また所得移転
についても仕送金に限定している４）。しかしながら、
以下のような展開の可能性をもっていると思われ
る。これは未だ試論の段階であるが、大方の批判
を仰ぎたいと考える。
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 ４）就学に限定しない場合には、人口移動に伴う所得移
転としては、就職に伴う移転が最も大きいと推察され
る。さらに、定年後に地域に帰郷した場合には、地域
としては、「負の移転」を伴うかもしれない。たとえば、
帰郷した個人の支払う租税以上に、その人に対する地
域の公共的負担が生じる場合があるかもしれないが、
その場合には、その人口移動は、地域にとっては「負
の移転」といえるであろう。就職や、Ｕ・Ｊ・Ｉター
ン、定年後の帰郷などを含む全体としての地域間人口
移動に伴う経済力移転については、現在、文科省科研
費に基づいて推計中であり、いずれ公表の予定である。
なお、人口移動に伴うものではない地域間の経済力移
転としては、地域間における外部効果としての国土保
全・環境保全の問題がある。中山間地域における山
林・水田は国土保全・環境保全・水資源保全・地球温
暖化防止としての効果をもつが、それに対する、市場
を通じての反対給付は必ずしも十分とは言い難い。こ
の経済力移転は今後ますます重要性を高めるであろう
が、筆者の推計能力を超える。

図３０　短大生への仕送り金送付額・受領額・純受領額の県民所得（要素費用表示）に対する割
合（％）２００６年度

本稿に示した方法で筆者推計。



　この試論の背後にある基本的な考え方（仮説）
は、人口移動は、個人的には「移転」とはいえな
いが、地域にとっては市場が正当に補償し得ない
「経済力移転」の側面をもつと考えることができる
のではないか、ということである。もしそうだと
すれば、人口移動は交付税など地域間財政調整の
根拠となり得る、しかも、それは従来の弱者救済
としての社会保障的根拠に代わる地域間財政調整
の新たな根拠になりえるのではないだろうか。こ
の考え方は、人口移動を地域の観点からは経済力
移転であり、それを「市場の失敗」の一種ととら
えるという点に特徴があるが、その論証にはなお
検討の余地があり、試論の域を出ていない。
　この考え方は、現代日本における地域間財政調
整との関連で、次のように位置づけることができ
る。
　現在、我が国では、国土計画の観点から「国土
のあり方」が問われ、また地方制度の観点から
「道州制」が議論となっている。これは、戦後の高
度成長を終えて成熟社会を迎えた日本としては時
宜を得たものである。
　このような議論には、単純化すれば次のような
背景があると想定される。いずれの地域もそれぞ
れ地理的・歴史的・文化的な背景をもちながら現
在に至り、地域間の産業構造及び生産性の格差が
生じ、地域間所得格差を生み出している。その結
果、高い所得を求めて農村から都市への人口移動
が生じ、これは地方の過疎と大都市部の過密を生
じさせ、ついには東京一極集中の様相をもたらし
た。これは国全体から見て好ましいことではなく、
深刻な地域間生産性格差・所得格差を改善して
「国土の均衡ある発展」を図るために、今日まで公
共事業費や交付税・補助金の形で地方に対して、
その税収を大幅に超えた財政支援を行ってきた。
　しかしながら、少子高齢化のもとで成長力の低
下する成熟社会を迎えた日本が、グローバリゼー
ションの中で国際競争力を維持発展させるために
は、全体としての日本の生産性を低下させるよう
な過度の地方支援はもはや許されない状況にある
と考えられる。その結果、国土計画は「国土の均
衡ある発展」から「選択と集中」「自律・自助」へ
と転換され、地方制度は「地方分権」「自己決定・
自己責任」へと舵を切った。これに適切に対応す
るために、現在日本は公共事業や交付税・補助金

等の財政の地域間配分方法を再検討する課題、す
なわち地域間財政調整の課題に直面している。
　このような現在日本が直面している課題に対応
するためには、地域間の人口移動、所得格差、財
政再分配、及び国全体の経済成長率について、そ
れらの相互関係を含む理論的実証的分析が必要で
ある。これについては、多様な先行研究の蓄積が
あり、それらには、臼地域間人口移動と地域間所
得格差の関係として、地域間所得格差が低所得地
域から高所得地域への人口移動を誘引するという
研究、渦その地域間人口移動と国全体の経済成長
率の関係として、地域間人口移動は結果として国
全体の成長率を高めるという研究、嘘地域間再分
配政策の地域間格差への効果について、経済成長
は地域間財政再分配政策を通じて地域間所得格差
を改善するが解消には至らないという研究が含ま
れる。
　ここでは先行研究を渉猟することはできないが、
それらの研究の枠組みとして一般的には次の図３１
の二重線を除いた部分で示すことが出来るように
思われる。すなわち、（イ）地域間経済力格差のた
めに地域間経済厚生格差が生じ、（ロ）そのために
地域間人口移動が発生し、（ハ）それが再び地域間
経済力格差に影響する。しかし、（ニ）その影響は
厚生格差解消にとって十分ではないので、（ホ）さ
らなる格差改善のために地域間再分配政策を行う、
という枠組みである。
　これに対して、本稿の展開が意図しているのは
図３１の二重線部分である。これは、もし上記の基
本的な考え方（仮説）が認められるならば、地域
間再分配政策の根拠を、弱者救済の社会保障とい
う点に加えて、「地域間経済力移転に対する正当な
代償」と考える点に特徴がある。
　特徴点は、まず第１に、（へ）地域間人口移動は
地域間経済力移動を生じさせるという点、第２に、
（へ）その経済力移動は、地域の観点からは単なる
移動ではなく、反対給付を伴わないので「移転」
であると考える点にある。
　確かに、人口移動は個人の観点からは、自分の
自由意志による移動であり、将来のいずれかの時
点での反対給付（移動によるメリット）を予想・
期待しているので、反対給付を伴わない「移転」
ととらえるのは困難である。しかし、地域の観点
からは、移動が地域の望むところかどうかに関係
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なく行われる上に、移動する人の養育のために地
域もまた幾ばくかの費用を負担したにもかかわら
ず、市場によってその費用を償われることはない
と考えられるので、その移動は「移転」と考えら
れるのではなかろうか。
　たとえば、労働力となるまで、ある地域で養育
される場合には、その地域の水道や教育など多様
な公共サービスのお世話になり、その公共サービ
スには有料の場合にも一般には料金を超えた財政
負担が投入されている。しかし、労働力となった
後には、別の新たな地域で所得を得て、その新た
な地域に租税（地方税）を支払うが、労働力にな
るまで養育された元の地域には一般には租税を支
払わない。この場合、元の地域の財政負担に対し
て市場はいかなる代償を用意しているであろうか。
たしかに、地方交付税は、結果として、人口流出
地域に対して多く配分されているように見えるが、
しかし、それは、市場が用意したものではなく、
財政を通じて行われたものであり、しかも、原理
上、人口流出と直接に関連づけて行われていると
はいい難い。
　次に、（ト）その経済力移転は新たな地域間経済
力格差の原因となるので、第３の特徴は、（チ）地
域間再分配政策の根拠を地域の観点から「地域間
経済力移転に対する正当な代償」として把握する
点である。
　従来、再分配政策の根拠は、地域間経済力格差
がもたらす地域間経済厚生格差を是正するために、
社会保障政策の１つとして根拠づけられているよ
うに思われる。これは地方交付税の算定の仕方に

も見られる。これに対して、上記の仮説は、その
社会保障政策的根拠を否定するわけではなく、再
分配政策の新たな根拠として、地域間人口移動に
注目し、それを「地域経済における市場の失敗」
による経済力移転と考えることができるのではな
いかということである。いわば、市場経済におけ
る弱者救済としてではなく、市場が対応し得ない
人口移動に伴う経済力移転に対する正当な代償と
して再分配政策を位置づけるわけである。
　以上の考え方は、十分な論証を経ているとはい
い難く、仮説の域を出ないものであるが、今後こ
の問題を追及してみたい。
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［４］総務省（２００６）「全国消費実態調査」平成１８年
［５］総務省（２００６）「家計消費状況調査」平成１８年
［６］東京都教育庁総務部教育情報課（１９９９）「平成１１年

度保護者が負担する教育費調査報告書」
［７］国民生活金融公庫総合研究所（２００６）「家計におけ

る教育費負担の実態調査」平成１８年度
［８］全国大学生活協同組合連合会（１９９９）「学生の消費

生活に関する実態調査」
［９］東京地区私立大学教職員組合連合（２００４）「私立大

学新入生の家計負担調査」
［１０］AIU保険会社（２００６）「AIUの現代子育て経済考」
［１１］東海銀行（２０００）「子どもの教育費」２０００年
［１２］野村證券（２００３）「第８回家計と子育て調査」
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図３１　研究の枠組み

＊　本稿は投稿時に２人の匿名レフェリーによる査読という要件を満たしたものである。
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付表１　大学への入学・進学の状況（２００６年度）都道府県別

大学入学純
流入率（大
学入学純流
入者／大学
進学者）
G=F/a

大学入学純
流入者（大
学入学流入
者－大学進
学流出者）
F=C–c

左側都道府県所在大学への入学者左側都道府県所在高校からの大学進学者
大学又は
出身高校
の所在地

大学入学
者流入率
E=C/A

地元出身
入学率
D = B/A

大学入学流
入者（地元
外高校から
の入学者）
C

地元出身入
学者（地元
高校からの
入学者）
B

大学
入学者
A

大学進学
者流出率
e=c/a

地元大学
進学率
d=b/a

大学進学流
出者（地元
外大学への
進学者）
c

地元進学者
（地元大学へ
の進学者）
b

大学
進学者
a

０．００５９．２４０．８３５７，１９３２４５，８６１６０３，０５４５９．２４０．８３５７，１９３２４５，８６１６０３，０５４計０
–３．６–７４０２５．１７４．９５，０１７１４，９７０１９，９８７２７．８７２．２５，７５７１４，９７０２０，７２７北海道１
–３８．１–１，９９５４６．０５４．０１，４９２１，７５３３，２４５６６．５３３．５３，４８７１，７５３５，２４０青　森２
–４９．３–２，３７５５２．９４７．１１，２９４１，１５１２，４４５７６．１２３．９３，６６９１，１５１４，８２０岩　手３
１５．５１，６０１５０．８４９．２６，０５０５，８６２１１，９１２４３．１５６．９４，４４９５，８６２１０，３１１宮　城４
–５１．３–２，０９３５３．７４６．３１，０６５９２０１，９８５７７．４２２．６３，１５８９２０４，０７８秋　田５
–４６．８–２，３２２６４．９３５．１１，７１３９２７２，６４０８１．３１８．７４，０３５９２７４，９６２山　形６
–５５．９–４，７４５５５．４４４．６２，０７４１，６７３３，７４７８０．３１９．７６，８１９１，６７３８，４９２福　島７
–４８．１–６，９９４６１．５３８．５４，６５０２，９０７７，５５７８０．０２０．０１１，６４４２，９０７１４，５５１茨　城８
–５１．３–５，３０３５７．７４２．３２，９０６２，１２８５，０３４７９．４２０．６８，２０９２，１２８１０，３３７栃　木９
–３６．４–３，３０８６１．２３８．８３，５３０２，２３９５，７６９７５．３２４．７６，８３８２，２３９９，０７７群　馬１０
１１．７３，５９３６９．７３０．３２３，９３１１０，３８２３４，３１３６６．２３３．８２０，３３８１０，３８２３０，７２０埼　玉１１
４．４１，１８３６７．４３２．６１８，９４７９，１５９２８，１０６６６．０３４．０１７，７６４９，１５９２６，９２３千　葉１２
８８．０６１，６７２６７．６３２．４８９，０４０４２，７０８１３１，７４８３９．１６０．９２７，３６８４２，７０８７０，０７６東　京１３
３５．３１３，１９９６７．６３２．４３４，１９６１６，３９１５０，５８７５６．２４３．８２０，９９７１６，３９１３７，３８８神奈川１４
–４９．０–５，１２８３８．１６１．９２，０３４３，３０４５，３３８６８．４３１．６７，１６２３，３０４１０，４６６新　潟１５
–４９．５–２，３３３６３．５３６．５１，５１３８７０２，３８３８１．６１８．４３，８４６８７０４，７１６富　山１６
８．６４５３６８．４３１．６３，９１９１，８１４５，７３３６５．６３４．４３，４６６１，８１４５，２８０石　川１７
–５０．７–２，０８５４８．６５１．４９８６１，０４４２，０３０７４．６２５．４３，０７１１，０４４４，１１５福　井１８
–１０．３–５１６７０．２２９．８３，１６６１，３４１４，５０７７３．３２６．７３，６８２１，３４１５，０２３山　梨１９
–６４．６–６，０５７５４．６４５．４１，８０９１，５０３３，３１２８４．０１６．０７，８６６１，５０３９，３６９長　野２０
–５４．０–５，２８７６１．９３８．１２，７９２１，７１８４，５１０８２．５１７．５８，０７９１，７１８９，７９７岐　阜２１
–５５．８–１０，２５２４３．６５６．４３，５４８４，５８４８，１３２７５．１２４．９１３，８００４，５８４１８，３８４静　岡２２
１５．４５，４２６３８．９６１．１１５，８０５２４，７７８４０，５８３２９．５７０．５１０，３７９２４，７７８３５，１５７愛　知２３
–６１．６–５，２６６５１．５４８．５１，６９１１，５９２３，２８３８１．４１８．６６，９５７１，５９２８，５４９三　重２４
２６．１１，７０５８４．０１６．０６，９１５１，３１７８，２３２７９．８２０．２５，２１０１，３１７６，５２７滋　賀２５
１２１．９１８，０７２７８．６２１．４２５，８５２７，０４９３２，９０１５２．５４７．５７，７８０７，０４９１４，８２９京　都２６
２０．９８，４５３５５．９４４．１２７，３５１２１，５７３４８，９２４４６．７５３．３１８，８９８２１，５７３４０，４７１大　阪２７
–４．９–１，３７５５２．５４７．５１３，８５１１２，５５４２６，４０５５４．８４５．２１５，２２６１２，５５４２７，７８０兵　庫２８
–２７．７–２，１５３８０．１１９．９４，４９５１，１１４５，６０９８５．６１４．４６，６４８１，１１４７，７６２奈　良２９
–６６．２–３，２８０６９．４３０．６１，１６０５１２１，６７２８９．７１０．３４，４４０５１２４，９５２和歌山３０
–４５．１–１，１８４７３．９２６．１１，０６７３７６１，４４３８５．７１４．３２，２５１３７６２，６２７鳥　取３１
–５３．６–１，６７２６８．０３２．０９８４４６２１，４４６８５．２１４．８２，６５６４６２３，１１８島　根３２
–１２．２–１，１４９５８．１４１．９４，７９２３，４５９８，２５１６３．２３６．８５，９４１３，４５９９，４００岡　山３３
–１４．２–２，１１２４２．９５７．１５，４５２７，２７０１２，７２２５１．０４９．０７，５６４７，２７０１４，８３４広　島３４
–３１．２–１，７３８７１．８２８．２２，７５３１，０８０３，８３３８０．６１９．４４，４９１１，０８０５，５７１山　口３５
–２４．０–８９０５７．８４２．２１，６２７１，１８９２，８１６６７．９３２．１２，５１７１，１８９３，７０６徳　島３６
–５４．４–２，６７４６３．９３６．１１，４３５８０９２，２４４８３．６１６．４４，１０９８０９４，９１８香　川３７
–４６．１–３，２１２４０．４５９．６１，５２１２，２４１３，７６２６７．９３２．１４，７３３２，２４１６，９７４愛　媛３８
–４０．８–１，２３６７１．３２８．７１，２８０５１６１，７９６８３．０１７．０２，５１６５１６３，０３２高　知３９
１２．６２，８５６４４．５５５．５１１，３２３１４，１４９２５，４７２３７．４６２．６８，４６７１４，１４９２２，６１６福　岡４０
–５５．９–２，１６７６９．６３０．４１，１９３５２０１，７１３８６．６１３．４３，３６０５２０３，８８０佐　賀４１
–３４．８–２，１７７４８．９５１．１１，９９６２，０８７４，０８３６６．７３３．３４，１７３２，０８７６，２６０長　崎４２
–１２．４–９２３４４．９５５．１２，９２４３，５９５６，５１９５１．７４８．３３，８４７３，５９５７，４４２熊　本４３
–２７．３–１，２５７６９．８３０．２２，３３２１，０１０３，３４２７８．０２２．０３，５８９１，０１０４，５９９大　分４４
–４８．３–２，２６０５４．９４５．１１，３３０１，０９２２，４２２７６．７２３．３３，５９０１，０９２４，６８２宮　崎４５
–３９．９–２，７２０３６．８６３．２１，５０７２，５９３４，１００６２．０３８．０４，２２７２，５９３６，８２０鹿児島４６
–２７．５–１，６９３１９．８８０．２８８５３，５７６４，４６１４１．９５８．１２，５７８３，５７６６，１５４沖　縄４７
–１００．０–１５，５４２１００．００．０１５，５４２０１５，５４２その他４８

「その他」は、「外国において，学校教育における１２年の課程を修了した者」、「専修学校高等課程の修了者」及び「高
等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）により文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試
験に合格した者」等である。（学校教育法施行規則第６９条）
文科省「学校基本調査」（平成１８年度）より作成。
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付表２　大学就学に伴う人口流出入と仕送り金額

２００６年度２００６年度２００６年度２００４年度２００６年度２００６年度２００６年度２００６年度２００３ － ０６
年度計

２００３ － ０６
年度計

２００３ － ０６
年度計

２００３ － ０６
年度計

２００３ － ０６
年度計

２００３ － ０６
年度計

仕送り金
純受領額
／県民所得
（％）

仕送り金
受領額／
県民所得
（％）

仕送り金
送付額／
県民所得
（％）

県民所得　
（要素費用
表示）
（億円）

仕送り金
純受領額
（億円）

仕送り金
受領額
（億円）

仕送り金
送付額
（億円）

学部
学生数
（人）

大学入学
純流入率
（％）

大学入学
純流入者
（人）

大学進学
流出者
（人）

大学
進学者
（人）

大学入学
流入者
（人）

大学
入学者
（人）

０．００００．６６７０．６６７３，８０２，６９５０．０２５，３７３．１２５，３７３．１２，５０４，８８５０．００１，４４５，５６６２，４０９，９３０１，４４５，５６６２，４０９，９３０計０
–０．０７４０．２３７０．３１２１４３，０７８–１０６．５３３９．２４４５．７８２，５７０-３．０–２，４９５２３，４７８８２，２９３２０，９８３７９，７９８北海道１
–０．５４５０．３６４０．９０９３１，２５０–１７０．４１１３．６２８４．０１５，３６６–３６．３–７，７２３１４，０３５２１，３００６，３１２１３，５７７青　森２
–０．５９９０．２９９０．８９８３２，９６４–１９７．３９８．７２９６．０１１，４１３–４８．０–９，１２３１４，５０９１９，０２２５，３８６９，８９９岩　手３
０．１０６０．６４３０．５３７５９，９９７６３．８３８５．８３２２．０４８，３５０１５．１６，１７９１７，７９２４０，８３９２３，９７１４７，０１８宮　城４
–０．６５００．２７００．９２０２６，６２４–１７３．０７１．９２４４．９８，２０６–５３．０–８，７４３１２，９４９１６，４８９４，２０６７，７４６秋　田５
–０．６２８０．４１９１．０４６２９，４９９–１８５．１１２３．５３０８．６１１，３３１–４５．７–８，９３７１６，０８０１９，５５９７，１４３１０，６２２山　形６
–０．６６１０．２５１０．９１２５７，１１４–３７７．２１４３．５５２０．７１５，８９６–５４．９–１８，５８４２７，１４６３３，８４５８，５６２１５，２６１福　島７
–０．７３００．３２４１．０５４８７，５５６–６３９．３２８３．６９２２．９３０，６６１–４９．１–２８，３９６４６，１７６５７，８１６１７，７８０２９，４２０茨　城８
–０．７０５０．３１２１．０１７６１，６２０–４３４．２１９２．４６２６．６２１，００７–４９．７–２０，１９５３２，３２３４０，６６４１２，１２８２０，４６９栃　木９
–０．５７４０．３６８０．９４２５７，４９０–３２９．９２１１．４５４１．３２２，４６４–３８．７–１３，８５１２７，７７２３５，７７４１３，９２１２１，９２３群　馬１０
０．１４６０．７１９０．５７３２０８，３３２３０４．４１，４９８．７１，１９４．２１１６，１６０１９．０２２，９３９７８，４６４１２０，７７２１０１，４０３１４３，７１１埼　玉１１
０．０６４０．７３７０．６７３１７９，７２１１１５．２１，３２４．９１，２０９．７１０７，８９０９．９１０，４９９６９，５１４１０６，１７１８０，０１３１１６，６７０千　葉１２
０．９０２１．３３４０．４３２５６４，３３０５，０９１．５７，５２６．８２，４３５．２６０３，４６０８７．９２３９，８１７１１０，０５１２７２，９７９３４９，８６８５１２，７９６東　京１３
０．３０２０．８２２０．５２０２７７，１９７８３７．４２，２７９．４１，４４２．０１８１，８６８３５．２５２，４２３８４，４８９１４９，１１０１３６，９１２２０１，５３３神奈川１４
–０．６４３０．２２８０．８７１６５，８９１–４２３．７１５０．３５７４．０２３，１７７–４７．６–１９，２９５２８，１５８４０，５６０８，８６３２１，２６５新　潟１５
–０．６０００．２９２０．８９２３３，７９５–２０２．８９８．６３０１．４９，８０７–５２．４–１０，０５３１５，８８５１９，１９３５，８３２９，１４０富　山１６
–０．０１４０．７９００．８０４３２，８７８–４．７２５９．６２６４．３２３，８８９５．４１，１５９１４，２７６２１，５２０１５，４３５２２，６７９石　川１７
–０．６４５０．３１８０．９６４２３，３５７–１５０．８７４．４２２５．１９，０３３–４８．２–８，０１８１２，４２２１６，６４６４，４０４８，６２８福　井１８
–０．３３７０．８４６１．１８３２２，５６４–７６．１１９０．８２６７．０１６，５９８–１０．４–２，０２８１４，６７５１９，４５１１２，６４７１７，４２３山　梨１９
–０．８３００．２２１１．０５１６０，４２６–５０１．４１３３．８６３５．２１４，８０９–６３．６–２３，７８３３１，６５１３７，４０１７，８６８１３，６１８長　野２０
–０．７２２０．３０７１．０２９５６，９８５–４１１．３１７５．０５８６．４１８，０７９–５５．９–２１，７２０３２，５２６３８，８３２１０，８０６１７，１１２岐　阜２１
–０．６４１０．１９３０．８３４１２３，２０５–７８９．６２３８．２１，０２７．７３３，３３９–５４．６–３９，３８９５４，９５３７２，１６０１５，５６４３２，７７１静　岡２２
０．０９８０．３９７０．２９９２４７，４１０２４２．６９８２．２７３９．７１６６，４３７１５．３２１，４４５４１，９３９１４０，０４７６３，３８４１６１，４９２愛　知２３
–０．７０２０．１９８０．９００５５，６８５–３９０．９１１０．２５０１．１１３，９４１–６１．２–２１，１２５２８，１１６３４，５１２６，９９１１３，３８７三　重２４
０．１３２０．９６３０．８３１４４，３７２５８．６４２７．２３６８．７３２，７７４２０．０５，２３４２１，２５６２６，２０２２６，４９０３１，４３６滋　賀２５
１．５５５２．２８４０．７２９７５，１７０１，１６８．８１，７１６．７５４７．９１３５，２２５１１７．２６９，５１４３１，４３５５９，３１６１００，９４９１２８，８３０京　都２６
０．１８９０．６９２０．５０３２６７，８９１５０５．２１，８５３．２１，３４８．０２０４，０６８２１．３３４，４１８７７，４５４１６１，５６０１１１，８７２１９５，９７８大　阪２７
–０．１３４０．６３３０．７６７１４８，１１９–１９８．２９３７．７１，１３５．９１０８，０９０–７．４–８，４４６６４，１１３１１３，５０４５５，６６７１０５，０５８兵　庫２８
–０．４６３０．７７０１．２３４３７，１７９–１７２．２２８６．４４５８．７２２，６７０–２７．３–８，３８６２６，２２７３０，７２５１７，８４１２２，３３９奈　良２９
–０．９５３０．３１２１．２６５２６，５１０–２５２．６８２．７３３５．２６，９６５–６７．３–１３，３８５１８，１５７１９，８９７４，７７２６，５１２和歌山３０
–０．６３００．５４８１．１７８１４，４４２–９１．０７９．１１７０．１６，４０９–４３．６–４，５２８８，９６０１０，３８３４，４３２５，８５５鳥　取３１
–０．７２３０．４１４１．１３７１８，１５２–１３１．２７５．２２０６．５６，４４９–５３．５–６，７１９１０，８９４１２，５５５４，１７５５，８３６島　根３２
–０．２０２０．６７５０．８７６５０，３２５–１０１．６３３９．４４４１．０３６，１２７–１０．０–３，８５３２４，６１５３８，６９０２０，７６２３４，８３７岡　山３３
–０．２０６０．４４１０．６４７８４，６９８–１７４．８３７３．５５４８．３５３，２７６–１２．８–７，６５６３０，８２５５９，８６７２３，１６９５２，２１１広　島３４
–０．３５３０．４５５０．８０９４２，３７１–１４９．７１９２．８３４２．６１６，８５１–３１．６–７，３５８１８，８４４２３，３０４１１，４８６１５，９４６山　口３５
–０．３１３０．５３１０．８４４２２，８３９–７１．５１２１．４１９２．８１２，６４２–２２．５–３，４５２１０，５０９１５，３５６７，０５７１１，９０４徳　島３６
–０．７７９０．３９２１．１７１２６，７７５–２０８．５１０５．１３１３．６１０，０１７–５３．４–１０，８１０１７，０１６２０，２４０６，２０６９，４３０香　川３７
–０．７５１０．３１１１．０６２３４，１１８–２５６．１１０６．１３６２．２１５，４１４–４８．３–１３，５１２１９，７０２２７，９６２６，１９０１４，４５０愛　媛３８
–０．５７６０．５１４１．０９０１７，４３９–１００．４８９．７１９０．０７，８９８–４０．２–５，０２２１０，２５１１２，４８２５，２２９７，４６０高　知３９
０．１１５０．５８１０．４６６１２９，９８５１４９．１７５５．１６０６．０１１１，０１８１５．５１４，３１９３４，４２０９２，５８０４８，７３９１０６，８９９福　岡４０
–０．７９１０．４０１１．１９３２１，３３０–１６８．７８５．６２５４．４７，６４７–５５．７–８，８１８１３，６７２１５，８２２４，８５４７，００４佐　賀４１
–０．５４７０．４０９０．９５６３２，７４４–１７９．３１３３．８３１３．０１７，９１５–３４．４–８，９１３１７，２９１２５，８９９８，３７８１６，９８６長　崎４２
–０．１８５０．４４９０．６３４４３，８１０–８１．１１９６．８２７７．９２７，１４０–１２．０–３，５９２１５，６１１２９，９９４１２，０１９２６，４０２熊　本４３
–０．４６７０．４５２０．９１９３２，２３７–１５０．５１４５．７２９６．２１４，６５１–３２．３–６，１２１１５，０８９１８，９３５８，９６８１２，８１４大　分４４
–０．５８９０．３６７０．９５６２７，１７７–１６０．２９９．７２５９．９１０，３４３–４６．１–８，４８０１４，３９４１８，３７７５，９１４９，８９７宮　崎４５
–０．４９００．２８００．７７０３９，０４６–１９１．５１０９．３３００．８１７，６７５–３７．２–９，８５４１６，３３１２６，４９８６，４７７１６，６４４鹿児島４６
–０．４９４０．２０１０．６９５２６，９９８–１３３．３５４．４１８７．７１７，８７０–２７．９–６，６６６１０，２０４２３，９１０３，５３８１７，２４４沖　縄４７

–１００．０–６８，９１７６８，９１７６８，９１７その他４８

「４８　その他」は留学生など。詳しくは付表１参照。
本文で示した方法で筆者作成。
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付表３　大学就学に伴う人口流出入と仕送り金額

２００６年度２００６年度２００６年度２００４年度２００６年度２００６年度２００６年度２００６年度２００３－０６
年度計

２００３－０６
年度計

２００３ － ０６
年度計

２００３－０６
年度計

２００３ － ０６
年度計

２００３ － ０６
年度計

仕送り金
純受領額
／県民所得
（％）

仕送り金
受領額／
県民所得
（％）

仕送り金
送付額／
県民所得
（％）

県民所得
（要素費用
表示）
（億円）

仕送り金
純受領額
（億円）

仕送り金
受領額
（億円）

仕送り金
送付額
（億円）

学部
学生数
（人）

大学入学
純流入率
（％）

大学入学
純流入者
（人）

大学進学
流出者
（人）

大学
進学者
（人）

大学
入学流入
者（人）

大学
入学者
（人）

０．００００．３５５０．３５５３，８０２，６９５０．０１３，４８２．７１３，４８２．７２，５０４，８８５０．０００７７２，０５５２，４０９，９３０７７２，０５５２，４０９，９３０計０
–０．０７６０．２４００．３１５１４３，０７８–１０８．１３４２．８４５０．９８２，５７０-３．０３–２，４９５２３，４７８８２，２９３２０，９８３７９，７９８北海道１
–０．４３３０．１７６０．６０９２３７，４４７–１，０２７．０４１８．８１，４４５．７１１０，５６２–３１．０７–４６，９３１７１，９８３１５１，０５４２５，０５２１０４，１２３東　北２
–０．６８００．２７８０．９５８２８９，６５７–１，９７０．４８０５．８２，７７６．２１０５，５３９–４６．１８–８８，２５３１３９，７４３１９１，１０６５１，４９０１０２，８５３北関東甲信３
０．５０９０．５６４０．０５６１，２２９，５８０６，２５３．０６，９３５．８６８２．８１，００９，３７８５０．１８３２５，６７８３９，０１３６４９，０３２３６４，６９１９７４，７１０南関東４
–０．５０４０．２６８０．７７２１５５，９２１–７８５．２４１７．９１，２０３．１６５，９０６–３６．９８–３６，２０７６１，０４７９７，９１９２４，８４０６１，７１２北　陸５
–０．２８１０．１３７０．４１７４８３，２８５–１，３５７．０６６０．６２，０１７．６２３１，７９６–２１．２９–６０，７８９１０５，７７４２８５，５５１４４，９８５２２４，７６２東　海６
０．１９８０．３８５０．１８７５９９，２４１１，１８５．５２，３０６．２１，１２０．７５０９，７９２１９．２０７８，９４９６０，１０５４１１，２０４１３９，０５４４９０，１５３近　畿７
–０．３０７０．３４５０．６５２２０９，９８９–６４５．６７２３．６１，３６９．１１１９，１１２–２０．８０–３０，１１４７４，３４３１４４，７９９４４，２２９１１４，６８５中　国８
–０．６３７０．３０２０．９３９１０１，１７０–６４４．４３０５．２９４９．６４５，９７１–４３．１３–３２，７９６５０，６１６７６，０４０１７，８２０４３，２４４四　国９
–０．２３５０．１５７０．３９１３２６，３２８–７６６．０５１１．２１，２７７．２２０６，３８９–１３．７９–３１，４５９６６，８３２２２８，１０５３５，３７３１９６，６４６九　州１０
–０．４９９０．２０４０．７０３２６，９９８–１３４．８５５．０１８９．８１７，８７０–２７．８８–６，６６６１０，２０４２３，９１０３，５３８１７，２４４沖　縄１１

–１００．００–６８，９１７６８，９１７６８，９１７その他

「その他」は留学生など。詳しくは付表１参照。
本文で示した方法で筆者作成。
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Abstract

　The aim of this paper is to investigate the inter-regional migration and income transfer arising from 
entrance into university based on recent data in Japan.　This analysis will present some quantitative fact 
findings about the inter-regional migration and income transfer arising from entrance into university. 
Entrance into university brings about effects that we cannot disregard on the inter-regional migration and 
income transfer from point of population and income.　Also migration and income transfer move from 
smaller cities and villages to larger cities, above all to the Tokyo metropolitan area. 
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